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本研究では，集積の経済を考慮した応用都市経済モデルを開発する．具体的には，複数都心の内生的形成・
崩壊現象を説明可能な Fujita and Ogawa (1982), 中村・高山 (2018) を基盤としたモデルを構築する．そして，
小松市周辺のモバイル空間統計データを利用したパラメータ推定を行うとともに，その結果を用いて仮想政策
の効果分析を行う．
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1. はじめに

Fujita and Thisse 1) でまとめられているように，都

市経済学分野では，Beckmann 2)以降，都心形成メカニ

ズムに関する研究が長年にわたり蓄積されている．そ

の結果，Akamatsu et al. 3), Osawa 4), 高山・赤松 12),

中村・高山 6) により，複数都心の形成・崩壊を説明可

能なモデルの数理構造の特徴が明らかにされるまでに

なっている．

しかし，政策効果分析に適用可能な応用都市経済

(Computable Urban Economic: CUE) モデル開発に

これらの理論的知見を応用する研究は進んでいない．

実際，集積の経済を考慮した CUE モデルを開発した

研究は幾つか存在するものの (e.g., 石倉ら 7), Ahlfeldt

et al. 8))，その殆どが，大規模なモデルの数値解析を容

易にするために，複数都心の形成・崩壊を説明するこ

とができない数理構造を仮定している．

そこで，本研究では，複数都心の内生的形成・崩壊

現象を説明可能な Fujita and Ogawa 9), 中村・高山 6)

を基盤とした CUE モデルを構築する．そして，構築

したモデルにポテンシャル関数が存在することを利用

した，安定均衡状態を効率的に得るための分析手法を

提示する．その後，開発したモデル・分析手法の特徴を

具体的に示すために，小松市周辺のモバイル空間統計

データを利用したパラメータ推定を行うとともに，そ

の結果を用いて仮想政策の効果分析を行う．

本稿の構成は以下の通りである．まず，2章では Fujita

and Ogawa 9) に基づくモデルを構築し，均衡条件を定

式化する．さらに，ポテンシャル関数が存在すること

を示した上で，安定性解析を行う準備をする．そして，

3章でパラメータ推定方法とその結果を示し，4章にて

数値解析を実施する．最後に 4章で結論を述べる．

2. モデル

本章では，Fujita and Ogawa 9) モデルと中村・高山 6)

モデルに基づいた，企業と家計の立地選択に関する相

互作用を考慮したモデルを構築する．そして，均衡条

件を定式化したうえで，このモデルにポテンシャル関

数が存在することを示す．

(1) 都市内の状況設定

本モデルでは，離散的なK 箇所の立地点が格子上に

並ぶ都市を考える．立地点 a ∈ I ≡ {1, 2, ...,K}の面
積はAa，隣接する立地点間の距離は dであると仮定す

る．この都市には，立地主体である家計と企業に加え，

それらに床面積を供給するデベロッパーが存在する．

a) 家計の行動

家計は都市全体に固定的にN存在する．立地点 a ∈ I
に居住し，立地点 i ∈ I に通勤する家計数を nai と表

す．このとき，立地点 aの総家計数Naは，立地点 aに

居住する家計数の合計で表される:

Na =
∑
i∈I

nai (1)

家計は，合成財・床面積の消費量と各立地点のアメニ

ティに応じた効用を得る．ただし，Fujita and Ogawa 9)
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と同様，家計が消費する床面積は固定的に sであると

仮定する．したがって，立地点 a ∈ I に居住し，立地
点 i ∈ I の企業に務める家計の効用水準は，その合成
財消費量 zai とアメニティζa に応じて定まる．合成財

の価格を 1に基準化すると，家計の財消費に関する効

用最大化行動は，次のように表される:

max
zai

uai(zai) + ζa s.t. wi = zai + ras+ tdai (2)

ここで，wiは立地点 iで稼いだ所得，raは立地点 aの

地代，tは通勤費用パラメータ，daiは立地点 aから iの

距離に関する指標である．

本研究では，Ahlfeldt et al. 10) と同様，アメニティ

は家計間の集積項と定数項によって定まると仮定する:

ζa = Fa(N) + ηa (3)

ここで，Fa(N)は集積外部性を表す項であり，以下に

示すように，多くの家計が近接して立地するほど高く

なる:

Fa(N) = αH
∑
b∈I

exp[−τHdab]Nb (4)

ここで，N = [N1, ..., NK ]⊤，⊤ は転置を表す．また，
αH(> 0)はパラメータ，τHは距離減衰パラメータ，dab

は立地点 ab間の距離を表す指標である．

本稿では，効用関数 u(·) は合成財消費量 zai の線形

関数であると仮定する．そのため，家計の効用最大化行

動は，合成財消費量 zaiの最大化行動と一致する．よっ

て，この効用関数 uai は，予算制約より以下で与えら

れる:

uai = Fa(N) + ηa + wi − ras− tdai (5)

b) 企業の行動

本稿では，1単位の家計が 1企業で働くように企業数

の単位を基準化する．このとき，立地点 iの企業数Mi

は，立地点 iに通勤する家計数と一致する:

Mi =
∑
a∈I

nai (6)

企業は，参入や撤退が自由であり，完全競争下で財

を生産する．財の生産には，s単位の床面積と 1単位の

労働を投入する必要がある．また，立地点 iの生産額

Prodi は，以下に示すように，立地点 i固有の効果 ηi

に加え，多くの企業が近接して立地し，コミュニケー

ションが容易になるほど高くなると仮定する:

Prodi = Fi(M) + ηi, (7)

Fi(M) = αF
∑
j∈I

exp[−τFdij ]Mj (8)

ここで，M = [M1, ...,MK ]⊤ を表す．また，αF(> 0)

はパラメータ，τFは距離減衰パラメータ，dij は立地点

ij 間の距離を表す指標である．このとき，立地点 iの

企業の利潤 πi は次のように与えられる:

πi = Fi(M) + ηi − ris− wi (9)

企業の利潤ゼロ条件より，立地点 i の企業の賃金 wi

は次のように表される:

wi = Fi(M) + ηi − ris (10)

c) デベロッパーの行動

デベロッパーは，各立地点で不在地主から借りた単位

面積の土地を開発し，完全競争のもとで床面積を家計

と企業に供給する．土地の単位面積あたりの開発費用

は，Tabuchi 11) と同様，立地点 iで供給する床面積 yi

の関数 β(yi)
2で表されると仮定する．ここで，β(> 0)

はパラメータである．以上の仮定のもとで，デベロッ

パーは利潤 πd
i を最大化する立地点 iの床面積の供給量

yi を選択する:

max
yi

πd
i = riyi − β(yi)

2 −Ri (11)

ここで，Riは (デベロッパーが不在地主に支払う) 立地

点 iの単位面積あたりの土地に対する地代である．利潤

最大化問題の 1階条件，利潤ゼロ条件より，ri, Ri は，

各々，以下で与えられる:

ri = 2βyi Ri = βy2i (12)

立地点 i における土地の面積をAiとすると，単位面

積当たりの床面積需要量は s(Ni +Mi)/Ai であること

から，需給均衡条件 (i.e., yi = s(Ni +Mi)/Ai) より ri

が得られる:

ri = 2βs
Ni +Mi

Ai
(13)

(2) 立地均衡条件

本稿において，家計の居住地・勤務地に対するイン

センティブに異質性があると仮定する．家計は以下で

表される効用 vai が最大となる居住地 a，勤務地 i を

選択する:

vai = uai + εai (14)

ここで，確定項 uai は，(10), (13) を (5) に代入

することにより，家計の居住地・勤務地分布 n =

[n11, n12, ..., nK,K−1, nKK ]⊤ (i.e., 家計と企業の立地パ

ターン) の関数で表すことができる:

uai(n) = Fa(N) + Fi(M) + ηa + ηi − tdai

− 2βs2
(
Na +Ma

Aa
+

Ni +Mi

Ai

)
(15)

また確率項 εai は，Gumbel分布に従うものとする．

以上の設定の下で，立地均衡条件を示す．居住地 a，

勤務地 iを選択する家計の割合 Pai(n)は次の Logit型

の選択関数で与えられる:

Pai(n) =
exp[θuai(n)]∑

a∈I
∑

i∈I exp[θuai(n)]
(16)
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ここで，θはスケールパラメータである．また，家計の

居住地・勤務地に関する均衡条件は，以下の不動点問

題として表現できる:

nai = Pai(n)N. (17)

(3) 均衡状態の特性

本研究では，集積の経済 (コミュニケーション外部

性) を考慮していることから，高山・赤松 12), 中村・高

山 6) で示されている通り，均衡状態は一意に定まらな

い．そこで，均衡状態の安定性を調べる方法として，ポ

テンシャル関数を用いる．

複数存在しうる均衡状態の安定性を調べる準備とし

て，構築したモデルのポテンシャル関数を以下に示す:

f(n) =
1

2

∑
a∈I

Fa(N)Na +
1

2

∑
i∈I

Fi(M)Mi

+
∑
a∈I

∑
i∈I

(ηa + ηi)nai − t
∑
a∈I

∑
i∈I

dainai

− βs2

(∑
a∈I

Na +Ma

Aa
Na +

∑
i∈I

Ni +Mi

Ai
Mi

)

− 1

θ

∑
a∈I

∑
i∈I

nai lnnai (18)

Sandholm 13) に示されているように，本モデルには

ポテンシャル関数が存在することから，その均衡状態

は次の最適化問題の Karush–Kuhn–Tucker (KKT) 条

件を満たす n∗ の集合と一致する:

max
n

f(n) s.t. n · 1 = N, n ≥ 0 (19)

ここで，0 はすべての要素が 0 のベクトルである．こ

の事実は，上記の問題の KKT 条件が均衡条件 (17) と

一致することからも確認できる．

均衡選択のために，Sandholm 13)の知見を利用して，

均衡状態の局所的安定性を調べる方法を示しておこう．

ポテンシャル関数が存在する場合，安定・不安定均衡

状態は次の性質を有する:

ポテンシャル関数を局所的に最大化する均衡

状態 n∗ は，幅広い調整ダイナミクス 1 の下

で (局所的に) 安定であり，それ以外の均衡状

態は不安定である．

以上の性質より，状態n0 を初期状態とした際に実現

する安定均衡状態は，ポテンシャル関数を局所的に最

大化する n∗ を n0 から探査することにより得られる．

すなわち，簡単な最適化問題を局所的に解くだけで，容

易に安定均衡状態が得ることができる．そこで，以降

の章では，その性質を利用した数値解析を実施する．

1 この調整ダイナミクスには，best response dynamic, Brown–
von Neumann–Nash dynamic, projection dynamic なども含
まれる．その具体的な内容は，Sandholm 14) 参照．

3. パラメータ推定

本章では，実データを用いてパラメータの推定・キャ

リブレーションを行う．なお，本章では，将来的に浸水

リスク変化の効果を検証するために，幾つかの浸水関

係のデータを用いている．ただし，次章の数値解析で

は，モデルの特性の理解を助けるため，浸水リスク変

化ではなく，交通費用パラメータの変化に関する分析

を実施する 2．

(1) 推定方法

本モデルと実データを整合させるにあたり，用いる

推定式と実データを以下に示す．

a) 推定式

立地均衡条件 (17)において，スケールパラメータを

基準化するとともに，ln
∑

a∈I
∑

i∈I exp[uai(n)] が正

規分布に従うと仮定すれば，両辺の対数をとることで

重回帰分析で推定可能となる:

lnnai = uai(n) + Cai (20)

ただし，nai = 0となるようなデータは除外するものと

する．また，Cai は定数である．

上記の推定式にて重回帰分析を実施するには，効用

関数 (15)で用いている距離減衰パラメータ τH, τF を

特定化する必要がある．Ahlfeldt et al. 10) で議論され

ているように，いくつかの既存研究で家計と企業それ

ぞれの集積外部性の効果は 500mで，0.1%, 4%に減衰

すると推定されている．本稿では，これらの値と整合

するよう，τH = 13.671, τF = 6.511と設定する．

b) キャリブレーション

本モデルと実データを整合させるにあたり，残差も

モデルに取り込むとする．なお，残差が 0となるもの

については，10−6 と近似した．

c) 対象地域設定

本稿では，対象地域は石川県小松・能美市周辺とし，

2kmメッシュに分割する．居住地分布N・勤務地分布

M・浸水時間・浸水面積を用いた具体例を図-1–4に示す．

d) 使用するデータ

本稿ではパラメータ推定を行うにあたり，モバイル

空間統計データ，国土数値情報及び国土交通省北陸地方

整備局金沢河川国道事務所の浸水被害想定データを用

いる．以下にそれぞれのデータにおけるモデルへの適

応方法を示す．なお，アメニティζa, ζi の定数項 ηa, ηi

のパラメータ表記設定と構成は表-1に示す．またメッ

シュ内で異なる値が含まれるもの (e.g.,浸水時間)につ

いては，メッシュ内の各値の面積比重によって実デー

2 浸水リスク変化の影響評価に関しては，発表会時に報告する予
定である．
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居住者数 N

小松駅

図–1 居住地分布N

就業者数 M

小松駅

図–2 勤務地分布M

浸水継続時間（浸水深さ0.5m以上）
浸水なし
12時間未満の区域
12時間～1日未満の区域
1日～3日未満の区域
3日～1週間未満の区域
1週間～2週間未満の区域
2週間以上の区域

手取川

梯川

図–3 浸水時間

タを特定化するものとする．なお，浸水被害に関する

変数は浸水対策について検討するために導入した．

家計の居住地・勤務地分布 nai については，モバイ

ル空間統計データを用いる．NTTdocomoの端末を持

つユーザーの登録住所を居住地 aとし，2017年 5月 29

日午後 1時時点の滞在箇所を勤務地 iと仮定すること

で nai を得る．ただし，本モデルでは対象地域内の人

口移動のみ扱っているため，対象地域外に居住地・勤

務地を持つデータは除外するものとする．なお，naiを

得ることで，N ,M は算出可能である．

各立地点 iの土地面積Aiについては，国土数値情報

手取川

梯川

メッシュ内の浸水想定面積

図–4 浸水面積

表–1 ηa, ηi の構成

　　

表記 実データの出典元 変数名

cpaa 国土数値情報 都市計画区域

faa 国土数値情報 浸水面積

Df
a 国交省浸水被害想定 浸水有無D

D12h
i 国交省浸水被害想定 浸水時間D

表–2 パラメータ推定値

パラメータ 推定値 有意確率

αH 6.610.E-04 0.000

αF 4.611.E-04 0.000

−2βs2 -6.491.E-05 0.068

−t -1.514.E+00 0.000

cpaa 2.554.E-01 0.000

faa -2.069.E-01 0.000

Df
a 3.664.E-01 0.014

D12h
i -3.376.E-01 0.001

定数 -7.521.E+00 0.000

を用いる．具体的には，2014年の土地利用 3次メッシュ

データ：建物用地を使用する．立地点 ai間の距離に対

する指標 daiについては，各メッシュの重心間の距離の

平方根を用いる

表-1に示した浸水有無D（ダミー）と浸水時間Dに

ついては，石川県手取川梯川の氾濫を対象とした，国土

交通省北陸地方整備局金沢河川国道事務局の想定デー

タを用いる．

(2) 推定結果

重回帰分析を使用した推定結果を表-2に示す．これ

らの結果から，全てのパラメータの符号は直観と一致

していることが確認できる．
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図–5-a 居住地分布の増減

図–5-b 勤務地分布の増減

図–5 交通費用を低下 (−t = −1.514→− t = −0.004)させ
たときの立地選択の変化

4. 仮想政策の数値解析例

前章で得られた推定結果を利用して，小松市周辺を

対象とした数値解析を行う．一例として，交通費用を

低下 (−t = −1.514→− t = −0.004) させたときの居住

地・住宅地の立地選択の変化を解析した．その結果は，

図-5 に示すとおりである．

これらの結果から，交通費用 (i.e., 通勤費用) を低下

させると，小松駅近辺に立地していた家計は周辺に分

散立地するようになるとともに，企業が (交通費用変化

前から多くの企業が立地していた) 小松・粟津駅や工業

団地近辺 (メッシュ # 27, 8, 19) に集積するようにな

ることが見てとれる．その一方で，小松駅からは遠い

ものの，多くの企業が立地していたメッシュ #41, 42

では，企業が撤退し，それに伴い，周辺の居住者数も

減少していることもわかる．これは，交通費用が低下

したことにより，より遠くからでも小松市の中心部に

アクセスしやすくなったためであると考えられる．

5. おわりに

本研究では，Fujita and Ogawa 9) と中村・高山 6)に

基づくCUEモデルを構築した．そして，モデルの持つ

ポテンシャル関数を示した．その後，パラメータ推定

を行い，さらにこの結果を用いて，仮想都市を対象と

した数値実験を交通費用低下を一例に行った．

本稿では，パラメータ推定方法に課題が多いといえ

る．今後の方針として，近年では集積の経済を用いたモ

デルのパラメータ推定方法も開発されてきており，こ

れを導入することを検討していきたい．
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